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も構わない、ということを認めたということです。その
後、ASBJ、IASBの東京合意の公表が2007年にあり、
短期項目が2008年までに改善を終了し、長期項目は、
2011年までに解消するということが合意されました。
2008年11月ごろ短期項目も含めてCESRから改め

て日本基準とIFRSとの同等性の認定を受けています。
これに基づき2009年の2月に金融庁ロードマップ案が
公表され、今後のアドプションに向けてのロードマップ
案ということになっています。
このIFRSへの会計基準の変更という手続きには、コ

ンバージェンスとアドプションの二つあります。コンバ
ージェンスとは、あくまでも日本の基準をASBJが改正
して実質的にIFRSの基準と内容的に同等のものにして
いくという作業のことを指します。一方、アドプション
とは、IFRSをそっくりそのまま日本基準として導入す
ることです。よって作業としては翻訳するだけというこ
とになります
CESRから重要な差異として指摘された26項目のう

ち、1番の企業結合は、持分プーリング法が、これまで
は認められていたのですが、この間の改正で持ち分プー
リング法の適用が今後は認められなくなり、パーチェス
法に一本化されるというものです。
2番目の連結の範囲はけっこう不動産各社にも影響が

大きい項目ですが、連結の在り方を見直し、アメリカ基
準もIFRSも一般の事業会社とSPEと二本立ての会計基
準になっているのを、これを統合して支配の定義を見直
そうというものです。今、私も企業会計基準委員会
（ASBJ）の委員として、この連結範囲の見直しを作業
としてやっていますが、なかなか難しい作業となていま

す。
25番目に投資不動産、IAS

40というのがあり、これが今
回の賃貸等不動産の開示に相当
するIFRSの基準です。
さらに、IASB（IFRSの基準

を作る委員会）の方でも、ステ
イブルピリオドということで、
これまで2005年に欧州で
IFRSの一斉導入があり、それ
が落ち着くまでは当面大規模な
改正は止めようということだっ
たのですが、その期間が終了し
て、2009年からまたいろいろ
と新たな会計基準の策定が行わ
れています。収益の認識とか、
オフバランスに関わる認識の中
止とか、財務諸表の表示とか、
その内容を見ると、私ども会計
士でもびっくりするような内容

の改正も含まれています。
IFRSという会計基準を策定するIASBは、一体何をね

らっているのかというと、財務諸表の作成および表示に
関するフレームワークというガイダンスに書かれていま
す。その中には資産とは何か、負債とは何か、収益とは
何か、費用とは何かといったことも記載されており、そ
こにIASBの価値観みたいなものが現れているのです。
そこには、基本的には高品質でグローバルな報告シス

テムの構築を目指すこと、具体的には財務諸表の比較可
能性とか信頼性を追求することです。世界各国で作成さ
れる財務諸表が同一の会計基準で作成されることによっ
て、比較可能性をもたらすことや、その会計基準の内容
を統一の価値観で作成することで、作成される財務諸表、
表示される数字の信頼性が高まります。
さらに投資家への情報提供を主眼とし、有用性とか目

的適合性といったことを優先することで、公正価値に基
づく財務諸表の作成、時価主義的な財務諸表になってく
るわけですが、そういったこともこの考え方から始まっ
ていると思います。
あとは公開企業の作成する連結財務諸表への適用とい

うことで、ヨーロッパの国を見ても会計基準が2本立て
になっていることが多いのです。配当可能利益や課税所
得の算定は、自国基準で作成した財務諸表で計算します。
投資家向けの情報開示は、IFRSに基づいて作成された
連結財務諸表で実施するという2本立てなのです。おそ
らく日本もそうなると、私は理解しております。
例えば、投資不動産の会計基準、IAS 40をそっくり

そのまま日本に導入しますと、この辺の大手町や丸の内
のビルディングはすべて時価評価の対象になって、膨大
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本日は、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計
基準」と題しましてお話ししますが、今、会計コンバー
ジェンスということで、企業会計基準委員会、いわゆる
ASBJでいろいろな会計基準の見直しの作業が行われて
います。私もASBJの中の一つの専門委員会の委員を務
めております。
この基準は平成22年3月31日以後終了の事業年度か

ら適用されるので、本格適用まで、残すところあと1年
ということになります。投資用不動産の対象になる物件
がどのくらいあるか、その全容は明らかになっていない
わけですが、大手の不動産会社に限ってみましても、
500ぐらいの物件は最低あるのではないかと言われて
いますので、事務的な作業は膨大なものになると予想さ
れます。
のちほど詳しく説明しますが、基本的に不動産鑑定評

価基準に基づいた評価となります。なお、社内の判断で
も構わないという例外規定もありますが、こういった作
業ができる人は限られてくると思われます。簡便法もあ
りますが、重要な不動産については当然精度の高い評価
が求められることを考えますと、不動産鑑定業者に対す
る期待は否が応でも高くなってくると思っております。

それで、本日の議題の構成ですが、前半に「賃貸等不
動産の時価等の開示」設定の背景として、今進んでいる
IFRSコンバージェンス等について解説し、そのあとに
今回の会計基準の解説として、設定の目的や開示対象と
なる賃貸等不動産等についてご説明いたします。
この会計基準のポイントは、基準の適用対象となる賃

貸等不動産は何かというスコーピングの問題と、あとは
実際にそれをどのように時価評価するかの2点に大きく
分けられます。
まず「IFRSコンバージェンス─これまでの動向」に

ついて日本とアメリカのこれまでの経緯をみますと、だ
いたい同じようなペースで進んでいます。日本の場合は、
2004年にASBJがIASBとコンバージェンスに向けた
共同プロジェクトの協議を開始し、それに基づいて欧州
証券規制当局委員会（CESR）による同等性評価を受け、
アメリカも2005年にCESRの同等性評価を受けていま
す。
日本の場合、全体として「同等」という評価を得まし

たが、26項目の補完措置、改善項目を指摘されました。
しかし全体として「同等」ということは、当面は日本基
準で作成された財務諸表を欧州での起債において使って
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な含み益が損益計算書に記載される場合があります。そ
れがそのまま配当可能利益や課税所得の対象になった
ら、大変なことになる。評価損益ですので、キャッシュ
の裏付けのない利益ですから、対象となった企業は税金
を払うために、ビル1～2棟売らないと払えないとか、
異常事態が発生することになるので、情報開示目的と課
税所得の計算目的は分けなければいけない。
そういう背景や制度インフラの不十分さもあって、お

そらく今回の賃貸等不動産の開示においても、バランス
シートの投資不動産は時価評価しないで単なる注記に留
めたと、理解しております。
最後に各国の会計基準設定主体との協調ですが、

IASBは戦略的なアプローチを各国に行っています。ま
ず協議に入って同等性評価を行い、MOU（覚書）を結
んで、ロードマップを策定することで、各国の合意に基
づいた導入の方法で徐々に世界の国々の参加を増やして
いったという背景があります。今100カ国以上の国々
がIFRSを導入しており、今後近いうちに150カ国以上
になると予想されています。私がロンドンにいた時です
が、東欧が崩壊した時、ロンドンから会計士がどんどん
送りこまれて、東欧諸国の新しい国づくりに参加してい
った中で、IFRS的な考え方も植え付けられていったと
聞いております。
IASBを中心として、国際会計基準委員会財団

（IASCF）という組織がIFRSを作るのですが、その評議
会は理事、委員等の指名あるいは運営のモニタリングや
資金調達を行います。こちらが国際会計基準審議会
（IASB）とか、基準諮問委員会あるいは解釈指針委員会
の委員の指名を行い、IASBに対しては、基準諮問委員

会とか解釈指針委員会が助言や指針案の作成を行いま
す。
IASBはフルタイム12名、パートタイム2名で、14

名の構成ですが、基準の作成や解釈指針委員会（IFRIC）
の作成する解釈指針の承認などの作業を行っています。
14名のIASBの理事は、国や、財務諸表作成者、学者、
会計士など、分散が図られています。
次に、そういったIASBが作成するIFRSのフレームワ

ークの特徴は主に三つあります。資産・負債アプローチ、
公正価値測定重視、原則主義です。資産・負債アプロー
チとは、特定期間における純資産額の変動に基づく「包
括利益」の概念と関連しています。これは、公正価値測
定とも相まって行われ、まず資産・負債を確定して、差
額としての純資産額を把握する。これを2期間の比較の
中で、その変動額が包括利益の増減になるのです。包括
利益が増減した内訳を分析するのが、包括利益計算書で、
これは全く今までの財務諸表の考え方と逆のアプローチ
なのです。これまでは損益計算書が中心で、収益・費用
を認識して、今期に収益・費用にならなかったものを貸
借対照表に計上して繰り越すというような収益・費用ア
プローチという考え方でした。
資産・負債アプローチでは、公正価値測定ということ

もあり、含み益が全部洗い出されてしまい、リサイクリ
ングが禁止され、そういう意味では決算対策で不動産の
含み益を売却して計上するとか、株式を売却して決算対
策するとか、そういったことは今後意味をなさないもの
になっていく。それを恣意性（利益操作）の排除と説明
しています。
2番目に、公正価値測定を重視ということ。先ほどの

IASBの目指すものとして冒
頭で説明しましたが、これは
IASBの価値観なのです。公
正価値測定にもいろいろと問
題があるので、これが絶対に
良いとは言えない筈ですが、
IASBは公正価値測定の有用
性が高いという価値観を持っ
ている、そういうフレームワ
ークになっています。
さらに、原則主義（プリン

シプル・ベース）ですが、基
本的に原理原則に基づいて基
準を作成し、適用運用すると
いうことです。詳細なルール
は設けない、簡便法や例外的
取扱も排除することになって
います。これは、これまでの
日本基準とは対極とは言いま
せんが、かなり違った風景を

もたらします。日本では多くの場合例外的処理とか簡便
法というものが認められていたのですが、それがなくな
るというのは、実務への影響が一番大きいのではないか
と、個人的には思っています。
次に、IFRSのアドプションのインパクトとして、欧

州における事例を紹介します。移行日の期首残高の調整
表のサンプルにギリシャの大手不動産会社を選びまし
た。本来であれば、イギリスやドイツの会社を選ぶべき
なのですが、イギリスなどはすでに不動産について時価
評価が適用されており、あまり顕著なインパクトはみら
れません。一方ギリシャは、不動産については原価法で、
減価償却を日本と同じように行っているので、選択した
わけです。単位は千ユーロ、移行により投資不動産が
20万増えて、一方有形固定資産は12万5000減ってい
るなど顕著な影響が出ています。
その影響の分析を整理しました。経営指標の変化です

が、このケースでは自己資本比率が8％増加し、ROEと
ROAは9％、4％それぞれ増加という結果になっていま
す。ここで気をつけなければいけないのは、マイナスの
インパクトもあり得るということ、IFRSでは負債と資
本の区分に関する規定があり、日本ではこれまで資本と
して取り扱われたものが場合によって負債として取り扱
われてしまうケースもあります。それによって、自己資
本比率が低下する、逆に言えば、Loan to Valueが増加
し、財務制限条項に抵触する期限の利益喪失など、最悪
の事態を招く可能性もあります。
オーストラリアでIFRSが導入された時に同様なこと

があり、オーストラリア・リートではけっこう影響が大
きく、銀行との消費貸借契約の巻き直しが行われたと伺
ってます。
次にアドプションのインパクト─ビジネスへの影響─

について、主に不動産会社への影響を中心に整理します
と、まず会計方針や関連マニュアルの改定などは当然で
すが、財務指標の変動に伴う経営戦略の見直しで、KPI
を利用した業績変動の報酬体系になっている場合など、
そういうものの見直しが当然必要になってきます。財務
では、財務制限条項の見直しや配当政策の見直しなども
必要になってきます。
インパクトが企業経営全般にまたがるので、経営トッ

プの関与が必ず必要になります。まず経理部門の方が私
どもに「IFRSには一体どんなインパクトがあるのです
か」と相談するケースが多いのですが、その場合、経理
部門の方だけでなく、企画部門の方なども交えて、この
IFRS導入についてご議論いただきたいと思っておりま
す。
それから、事前のシミュレーションによる動態的な分

析が必要です。IFRSは例外規定、簡便法が全くないと
申しましたが、例外的に導入時の初度適用では、いくつ
かのオプションが与えられています。基本的な考え方は、

会社ができた時にさかのぼって全部やり直せということ
になっていますが、初度適用では、導入時の公正価値を
取得原価としてみなしてもいいとか、いくつか例外的取
扱いが認められています。
事務的には明らかに導入時の公正価値で評価したほう

が楽なのですが、経営へのインパクトを考えると、遡っ
て会計処理を修正するほうが良い経営成績になるかもし
れないということもあり、経理部門の方たちのご苦労と
は別に、経営的な判断としては、後者もあり得るわけで
す。ですから、事前のシミュレーションは欠かせません。
次に動態的な分析とは、IFRSの導入のインパクトは

導入時に限らず、以降毎期公正価値による評価などがあ
るように、今期だけでなく来期、再来期と経済動向の変
化により財務諸表がどのように変わる可能性があるかと
いうことも含めて、動態的な分析も必要になることを指
摘しています。
業界別では、不動産業への影響がやはり大きいといえ

ます。金融商品についてはすでに時価主義的な会計基準
になっているので、比較的インパクトは少ないと思われ
ますが、投資不動産会計の導入の影響は無視できません。
また、日本の場合は財務諸表等規則8条7項の例外規定
があって、資産流動化法に基づくSPCは連結しなくて
いいのですが、IFRSの下ではこれらのSPCが連結対象
になる可能性が高いので、SPCを使ったビジネスモデ
ルを展開している不動産会社には影響は大きいと思いま
す。
それから、不動産保有のインセンティブ見直しによる

CRE進展の可能性とは、不動産をコアセットとして保
有していない企業に、保有の意味があるのかということ
をもう一度見直していただきたい、という趣旨です。
ロードマップ─IFRSアドプション─として今後のス

ケジュールを日本とアメリカを比較形式で整理しまし
た。このケースも両国ともほとんど同じですが、アメリ
カがやや先行する形になっています。日本は、アメリカ
の様子を見ながら、それに付いていこうという戦略が見
えます。簡単にご説明しますと、2009年に金融庁がロ
ードマップ案を作成し、以降、2010年3月期から任意
適用が開始される予定です。
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そして、2011年に長期項目を含めてコンバージェン
スが完了し、2012年に強制適用するかどうかの最終判
断をすることになります。強制適用するとなると、3年
間の準備期間は最低設けることになっていますので、最
速で2015年からの強制適用ということになります。
具体的には、15年3月31日が最初の報告日となり、

これを期末とする期間と、その前年度も比較対象期間と
してIFRSで作成しなければならない。ということは、
その期首残高もIFRSに基づく期首残高として確定しな
ければいけないので、それ以前から準備しなければいけ
ないことになります。
あとは、日本基準での平行開示が求められており、

2014年までは日本基準で作り、2015年3月期は、主
となる財務諸表はIFRSベースとなるのですが、この期
に限り日本基準による財務諸表も合わせて作成し開示し
なければいけない。ただ、これは監査対象外ということ
のようです。
それでは、本日の本題「賃貸等不動産の時価等の開示」
に関する説明をしたいと思います。
設定の目的は、IAS 40号「投資不動産」との差異の

解消です。CESRが認定した26項目の重要な差異の一
つとして、この投資不動産が挙げられていたということ
です。東京合意によって短期コンバージェンス・プロジ
ェクトの対象となっており、2008年度中に作業を終了
すると約束していたので、実行したということです。
さらに背景としては、時価情報に対するニーズの拡大

があげられます。金融商品に関する時価等の開示に関す
る実務指針が公表され、これにより、これまで有価証券
やデリバティブについても時価開示が求められていたわ
けですが、それ以外の金融商品についても注記をするこ
とになっております。これも平成22年3月31日以後終
了する事業年度からの適用で、例えば借入金についても
時価の注記が求められます。
2～3週間前にシティとかアメリカの銀行の決算が公

表され話題になっていました。利益のうち多くが負債の
時価評価したことによる含み益によって決算が改善され
た、という記事です。シティ銀行はクレジットが悪くな
っているということで、ディスカウントレートがその分
プレミアムが乗せられ高くなるわけです。それで借入金
を時価評価すると、債務の金額が小さくなる。小さくな
った分、評価益が計上されてしまう。ちょっと違和感が
あるのですが、会計のルール上はそうなっています。最
近、社債を買い戻して償還益を計上することによって決
算対策をしている会社もいくつかあるので、なまじっか
見当はずれなルールではないのです。
この投資不動産会計を理解する上で必要となる公正価

値測定の意義について説明します。
IFRSは資産の価値について公正価値とともに使用価

値という考え方を持っていますが、公正価値は時価と言
っていいと思います。では使用価値とはどういうものか
簡単にご説明しますと、例えば企業が工場を所有する時
に、工場の時価は、金属加工業だったりすると、土地が

ものすごく汚染されていてかなり低いと思います。とこ
ろが、その工場がその企業の主力工場だとすると、その
企業にとっての使用価値は非常に高い、この差はある意
味「のれん」と言えます。ただし、この使用価値という
のは、その企業にとってのみの価値であって、この工場
を例えば他の衣料品メーカーが購入しても価値はほとん
ど認められない。衣料品メーカーにとっての使用価値は
低くなります。
なぜ賃貸不動産を時価評価するのかといった時に、賃

貸不動産はこの「のれん」部分が少ないという考え方が
あるからです。ちょっと極端な言い方をすると、誰が持
っていても価値が変わらない。だから、時価で評価して
財務諸表に開示しても意味があるということになりま
す。持っている会社が変わることによって価値が変わる
のであれば、それは開示によってかえって混乱が生じる
可能性があるからです。これは、この会計基準の対象と
なる賃貸等不動産は何なのかという、スコーピングに影
響してくる考え方ですので、ここはしっかり押さえてお
いていただきたいと思います。
IAS 40の考え方との相違を整理します。IAS 40号

の投資不動産の定義は、「賃貸収益もしくは資本増加ま
たはその両方を目的として保有する不動産」です。あま
り日本の賃貸等不動産の開示基準と差異がなく、インカ
ム・ゲイン、キャピタル・ゲインあるいはその両方を目
的として保有する不動産であれば、それはすべてここで
言う投資不動産に該当するということです。
IFRSではまだ公正価値に関するプロジェクトが正式

には終了しておらず進行中で、現在はアメリカ基準の公
正価値測定フレームワークを暫定的に承認して、それを

活用していますが、このIAS
40号の中に、公正価値の定
義が書かれていて、IASBの
考え方が伺えます。実質的に
はアメリカ基準と大きく変わ
らないのですが、「不動産取
引の知識がある自発的な当事
者間で第三者間取引条件によ
り交換される場合の価格」と
しており、独立第三者間での
価格を想定しています。「自
発的な」ということは、清算
やそれに伴った投げ売り的な
ものは対象外だとも言えます
し、「不動産取引の知識があ
る」ということは、適切な判
断ができるということを示唆
しています。
付随的サービスの重要な投

資不動産は対象外とされてお
りますが、これは重要なポイントです。付随的サービス
とは、先ほど言った「のれん」に相当するものです。唯
一ホテルだけが付随的サービスが重要な例として基準に
記載されています。日本基準では、付随的サービスを判
断の指標とせず、「賃貸」という形式的な区分を重視し
ています。
付随的サービスを定義するのは難しいのですが、そう

すると、ゴルフ場とか倉庫とかデパートとか駐車場とか
は賃貸等不動産に該当するのか、どうやって判断するの
か、ということになってきます。日本基準の場合は、ホ
テルであっても、物件を保有しているオーナーとホテル
の業務を行うオペレーターとが分かれていて、オペレー
ターに単に賃貸しているだけという形態で保有している
のであれば、それは賃貸不動産とする記述があります。
そこから伺えるのは、単に物件の空間を賃貸している

のは、賃貸等不動産に該当するのではないか、それだけ
ではなくサービスも提供している場合は、賃貸等不動産
には該当しないケースが増えてくる。これは私見ですが、
そういう整理の仕方が一つの目安になると思います。
ですから、倉庫も単なる箱貸しで、空間だけ貸与して

いるのでれば、賃貸等不動産に該当するでしょうし、逆
に保守メンテナンスからすべて負担し、倉庫の荷さばき
業務とか含めてすべてサービスを行っているというケー
スであれば、賃貸等不動産に該当しないかもしれない。
それは、個別の物件の状況で判断せざるを得ないのです
が、あえてここでその違いを説明すれば、そういう割り
切り方があるかもしれない。これは私見であり、ASBJ
でそのような議論があったわけではありませんので、一
つの目安としてお聞きいただきたいと思います。その辺
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の事情は皆さんもご理解いただけると思います。
それからIAS 40号の場合は、原価モデルと公正価値

モデルの選択が認められています。公正価値モデルは、
時価評価し、評価損益を損益計算書に計上するというも
のです。一方、原価モデルは、日本と同様に取得原価で
計上し減価償却を行い、公正価値を注記する。この二つ
の選択適用が認められています。
ただ、日本の場合は、こういったオプションは認めず、
原価モデル1本で公正価値を注記することとしていま
す。理由はいろいろあると思いますが、前述したように、
課税所得や配当利益の対象になっては困るというのが、
大きな理由となっているのではないかと思います。
賃貸等不動産開示規定に書かれている賃貸等不動産の

定義ですが、「棚卸資産に分類されている不動産以外の
ものであって、賃貸収益またはキャピタル・ゲインの獲
得を目的として保有されている不動産（ファイナンス・
リース取引の貸手における不動産を除く）をいう。した
がって、物品の製造や販売、サービスの提供、経営管理
に使用されている場合は賃貸等不動産には含まれない」
という定義になっています。
この定義は四つの論点に分解でき、1番目は、棚卸資

産は含まないということなので、販売不動産や未成工事
支出金は対象外になります。2番目はあとにして3番目、
ファイナンス・リース取引の貸手における不動産を除く
ということですが、金銭債権として計上されているため
という理由です。4番目については、工場、支店、営業
所、店舗、本社等の用途に供されている事業用資産は対
象外ということで、事業用資産とは何かということも明
示されています。
2番目の賃貸収益またはキャピタル・ゲインの獲得を

目的として保有している不動産については、例示が幾つ
か示されています。オペレーティング・リース取引の貸
手が保有する不動産。これはまさに賃貸不動産そのもの
です。
貸借対照表において投資不動産として区分されている

不動産。これは財務諸表等規則に投資不動産という科目
が明示されているので、その関係です。
三つ目は、将来において賃貸等不動産として使用され

る予定で開発中・再開発中の不動産。これは、今まで
IAS 40では開発中の不動産は対象外だったのですが、
最近の改正でこれも投資不動産とすると改正が行われた
のを先取りした内容のものです。
さらに遊休不動産、あるいは不動産信託の受益者が計

上する不動産。この開示基準の論点の一つとして、複合
目的という自己使用と賃貸等使用で構成される不動産の
場合はどうするのかという点です。原則は二つを区分し、
自己使用部分は自己使用として、賃貸用部分は賃貸用と
して開示しなさいとなっています。例外として、賃貸用
部分の割合が低い場合は賃貸等不動産に含めないことが

できるということですが、この場合の割合というのは、
面積などを想定していると思われます。さらに、区分す
るにあたっては、管理会計上の区分その他合理的な方法
によることが認められています。また、賃貸等不動産部
分の時価または損益を把握することが困難である場合
は、不動産全体を賃貸等不動産の注記とは別に分けて記
載することができます。このように重要性が低い場合の
取扱いや簡便法、例外的な方法が認められていて、かな
り実務に配慮していることが言えます。
賃貸等不動産の開示とは、評価損益が損益計算書に計

上されるわけではなく、注記されるだけですが、IAS
40の場合は、評価損益が損益計算書に計上されため、
より厳格な部分があります。特に賃貸用部分と自己使用
部分の区分については、物理的・法的に区分されている
ことが求められています。売ろうと思えば賃貸等不動産
としてすぐ売れる形で区分されている、登記が法律上必
要であれば登記していなければいけないとか、形式的な
要件が厳格なのです。当然、管理会計上の区分というの
は認められていないのだと思います。
時価および算定方法については、原則的な方法、簡便

的方法、時価の把握が極めて困難な場合の方法が示され
ていて、実務に非常に配慮しています。冒頭で申し上げ
た通り、鑑定業者の数も限られておりますし、決算が3
月に集中したり、社内にそういった能力のある方も限ら
れているということや、この制度が今回初めて導入され
たということを考えれば、実務的な配慮をせざるを得な
いということが理解できます。
原則的な方法は、通常、観察可能な市場価格に基づく

価額であるということです。観察可能な市場価格に基づ
く価額とは、通常は上場の株式市場などです。そこまで
流動性の高いマーケットが不動産にあるかということで
すが、市場価格が観察できない場合には、合理的に算定
された価額ということで、この場合には、不動産鑑定評
価基準による方法、またはこれと類似の方法に基づいて
算定された価額となります。必ずしも不動産鑑定士では
なく、社内のそれなりの能力のある方が算定した価額で
も構わないとなっています。あとは、契約により取り決
められた一定の売却予定価額があれば、それでもよいと
なっています。
簡便的方法としては、「第三者からの取得時または原

則的な時価算定を行った時点から、一定の評価額や適切
に市場価格を反映していると考えられる指標について」
ということでいろいろなケースについて説明があります
が、要は時点修正を行ったり指標などを調整したりとか、
変動額が軽微である場合とか、長期間経過している場合
は原則的な方法でやってくださいとか、いろいろガイダ
ンスがあります。
さらに、重要性が乏しいものについては、一定の評価

額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に

基づく価額等を時価とみなすことを認めたり、容易に入
手できる評価額の例とか、償却性資産については適正な
帳簿価額を時価とみなすことができるとか、重要性が乏
しいので、このような簡便法でもいいというものです。
時価の把握が極めて困難な場合は、時価を注記せず、

その代わりに他の賃貸等不動産とは別にわかるように記
載することになります。
適用時期ですが、平成22年3月31日以後終了する事

業年度末に係る財務諸表からの適用ということで、四半
期財務諸表に関しては、その翌事業年度から適用、中間
財務諸表に関しては、平成22年4月1日以後開始する事
業年度の中間会計期間からの適用で、早期適用も認めら
れています。また、会計基準の変更に伴う会計方針の変
更には該当しないということが定められています。
以上駆け足でしたが、これで私の解説を終了します。

ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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「賃貸等不動産」とは、棚
卸資産に分類されている不動
産以外のもので、賃貸収益ま
たはキャピタル・ゲインの獲
得を目的として保有されてい
る不動産のことを言います。
具体的には、賃料収入を目的
として保有するオフィスビル
等の純然たる投資不動産、将
来の使用が見込まれておら
ず、もはや売却処分によるキ
ャピタル・ゲインの獲得しか
見込めないような遊休不動
産、前記以外で例えば駐車場
等の形式的に賃貸されている
ような不動産を総称して、当
会計基準では広義の意味で賃
貸等不動産と呼ぶことにして
います。
ただし、賃貸等不動産とし

て使用される部分の割合が低いと考えられる場合は、賃
貸等不動産に含めないことができるとされていますが、
何をもって割合が低いとするのかが基準上明示されてお
らず、各企業の個別判断事項となっています。
次に、賃貸等不動産の範囲の確定にあたって、論点の

一つとして挙げられていますのがリース取引です。いわ
ゆるノンキャンセラブル・フルペイアウトの2要件を満
たすファイナンス・リース取引のうち、所有権移転ファ
イナンス・リース取引については、所有権が借手に移転
すると考えられます。それゆえ、借手側で固定資産とし
て取り扱われるため、一定の場合借手側で賃貸等不動産
に該当すると考えられています。オペレーティング・リ
ース取引、あるいは所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借処理として取り扱われる
ため、貸手側において賃貸等不動産に含まれることにな
ります。
このほか、会計基準の公開草案公表後に議論のあった

論点として、次の事項が挙げられます。まず賃貸等不動
産に該当するものとして、社宅制度廃止後の社宅が挙げ
られます。現に利用されている社宅の場合ですと、研究
施設や福利厚生施設と同様に経営管理目的での不動産と
なりますので、賃貸等不動産には該当しません。また、
関係会社間での賃貸借、ショッピングセンター等で見ら
れる運営委託契約での賃貸借については、各企業での個
別判断とされています。
こちらは、賃貸等不動産の範囲を確定するにあたって

の総括的なフロー図となっています。
フロー図に示すとおり、賃貸等不動産の範囲の確定の

各局面において、さまざまな判断事項が伴っています。

特にフロー図中の最終チェックポイント、「賃貸等不動
産として利用されている部分の割合が低いか」という項
目においては、割合が低いということで賃貸等不動産に
含めないこともできますし、逆に賃貸等不動産としての
利用部分が高く、自己使用部分の重要性が乏しい場合に
は、全体を賃貸等不動産の対象とすることも可能とされ
ています。さらには、自己使用部分と賃貸部分を区分で
きるのであれば、該当箇所を区分しての開示も認められ
ています。
このように、この賃貸等不動産の範囲の確定が、後述

する重要性の判断基準とともに、当会計基準を運用する
にあたっての重要なポイントの一つであると考えます。
また、当会計基準では注記により時価情報を開示する

と言いましたが、具体的には平成22年3月31日以後終
了する事業年度の年度末に係る財務諸表から、賃貸等不
動産を保有している場合には、次の事項を注記すること
となっています。賃貸等不動産の概要、貸借対照表計上
額及び期中における主な変動、当期末における時価及び
その算定方法、損益の大きく分けて4項目となっていま
す。ただし、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しい場合
は注記を省略することができる、という容認規定も設け
られています。
先ほどの注記事項は、賃貸等不動産の管理状況等に応

じて、用途別・地域別等に区分して開示することとなり
ます。このほか、概要については、主な賃貸等不動産の
内容・種類・場所、貸借対照表計上額については、原則
として取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額
を控除した金額、期中における主な変動については、貸
借対照表計上額に関する期中の変動に重要性がある場合
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「賃貸等不動産の時価の評価方法」

私からは賃貸等不動産の時価会計基準の中でも賃貸等
不動産の時価の評価方法に焦点を置きまして、ご説明し
ます。
初めにテーマ1として、先ほどの原田様のご講演と一

部重複する部分もございますが、当会計基準の概要に触
れ、次に本題に入りますが、テーマ2として、賃貸等不
動産の時価の評価方法のうち当会計基準で規定されてい
る原則的時価算定についてご説明します。続きましてテ
ーマ3として、時価の評価方法のうち当会計基準の中で
容認規定として盛り込まれている簡便的時価算定につい
てご説明します。次にテーマ4として、その他の会計基
準にみる不動産の時価ということで、賃貸等不動産の時
価会計基準の公表以前にすでに運用されている会計基準
等を概観しながら、不動産の時価について捉えていきた
いと思います。最後にテーマ5として、来年3月の賃貸
等不動産の時価開示に向けて、今後対応すべきポイント
について述べます。
それではテーマ1、「はじめに：賃貸等不動産の時価

等の開示」について述べます。既に皆さまご承知のとお
り、企業会計基準委員会は平成20年11月28日に、企
業会計基準第20号「賃貸等不動産の時価等の開示に関
する会計基準」及び適用指針第23号として同基準の適

用指針を公表しています。当会計基準は、先ほどの原田
様のご講演内容にもありましたとおり、会計基準の国際
的コンバージェンスの取り組みを進めたものですが、結
果としては、IAS第40号「投資不動産」における原価
モデルを取り入れたものとなっています。すなわち、取
得原価主義を主張する立場で原価評価を採用しながら
も、時価主義の主張を注記による時価開示で反映した折
衷的な考え方となっています。
まず、賃貸等不動産の範囲について述べます。
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には、その事由及び金額を記載することとなっています。
注記事項の具体的な開示例としては、既に公表されて

います当会計基準適用指針の末尾に三つのケースが挙げ
られていますので、そちらも併せてご確認下さい。
これより本論の賃貸等不動産の時価の評価方法につい

て述べます。まずは評価方法のうちの原則的時価算定に
ついてご説明します。
当会計基準適用指針によれば、賃貸等不動産の時価は

不動産鑑定評価基準による方法または類似の方法に基づ
いて算定することとしていますが、当該算定方法をここ
では原則的時価算定と呼ぶことにします。

原則的時価算定のうち、q不動産鑑定評価基準による
方法とは、原価法、取引事例比較法、収益還元法を併用
して求める方法、すなわち正常価格を求めるケースと、
DCF法を重視した方法（証券化対象不動産等の特定価
格をイメージした方法）があります。これらの評価方法
については、のちほどもう少し掘り下げるかたちでご説
明します。
ここで留意しなければならないのは、当会計基準適用

指針が述べているのはあくまでも不動産鑑定評価基準に
則って算定を行うことを要請しているのであって、必ず
しも不動産鑑定士による鑑定評価書等を取得することを
求めているのではない、ということです。当然に企業内
部で鑑定評価基準によるかたちで、自社算定により賃貸
等不動産の時価を求めることが認められています。
一方で、適用指針上、w類似の方法というものが盛り

込まれています。当該類似の方法というのは、一見鑑定
評価基準に類似した簡便な評価方法とも読み取れてしま

うのですが、これについては会計基準の公開草案公表後
に議論があり、海外における不動産の評価方法、例えば
国際評価基準（IVS）や英国鑑定評価基準（RICS基準）
等を指しています。具体的には、海外子会社の所有する
賃貸等不動産の評価を想定しているものであり、決して
簡便な評価方法を意図しているものではないことに留意
しなければなりません。
次に、不動産鑑定評価基準による方法について、もう

少し詳しく述べます。正常価格を求める方法ですが、こ
ちらは原価法、取引事例比較法、収益還元法の3手法を
併用することとなります。ただし、オフィスビルのよう

な典型的な投資不動産で、適
切に要因比較し得るような土
地建物複合不動産の取引事例
を収集することは困難である
ため、実際上は原価法、収益
還元法の2手法併用、すなわ
ち積算価格と収益価格の調整
により時価を算定することと
なります。
一方の特定価格は、証券化

対象不動産を鑑定評価する際
に用いられる価格概念です
が、この場合は収益還元法の
うちDCF法を標準（会計基準
では「重視」という文言が使
用されていますが）とし、時
価を算定することとなりま
す。とはいっても、収益還元
法のうち直接還元法、その他
原価法及び取引事例比較法も
検証というかたちで適用しな

ければなりませんので、何もDCF法一本による収益価
格を容認しているわけではないということにご留意下さ
い。この特定価格の場合も先ほどの正常価格と同様に、
適切に要因比較し得るような土地建物複合不動産の取引
事例を収集することは困難であるため、実際上は取引事
例比較法は採用しないことが通常です。
では、正常価格と特定価格の価格概念の相違について

簡単に触れておきます。不動産鑑定評価基準での正常価
格及び特定価格の定義を読み上げますと、正常価格は
「市場性を有する不動産について、現実の社会経済情勢
の下で合理的と考えられる条件を満たす市場で形成され
るであろう市場価値を表示する適正な価格」、特定価格
は「市場性を有する不動産について、法令等による社会
的要請を背景とする評価目的の下で、正常価格の前提と
なる諸条件を満たさない場合における不動産の経済価値
を適正に表示する価格」とされています。
価格概念の相違する二つの価格が、なぜ会計基準上盛

り込まれているかと言います
と、結局のところ、賃貸等不
動産の大半を占めるオフィス
ビル等の収益物件であれば、
正常価格であっても実際の価
格形成は収益還元法に基づい
ているからです。すなわち、
特定価格も結果として正常価
格と概ね一致するとの見方に
より、DCF法を重視した算定
方法も会計基準上認められて
います。
ここで、鑑定評価基準によ

る方法で賃貸等不動産の時価
を算定する主体は誰になるの
か、すなわち企業内部での自
社算定と外部の不動産鑑定士
による外部鑑定との相違点に
ついてご説明します。当会計
基準適用指針においては、賃
貸等不動産の時価は、q自社における合理的な見積り、
またはw不動産鑑定士による鑑定評価等として算定する
こととされています。
まず、q自社における合理的な見積りを採用した場合

の特徴を簡単に申し上げます。なお、当該特徴について
は、会計専門誌に公表されています学者・実務家執筆の
論文や、これまでに各企業様や監査法人様へのヒアリン
グ結果を基に、私見を含めて構成したものですので、一
般的にオーソライズされたものでないことをご了承いた
だければと思います。
自社における合理的な見積りの場合ですと、前記3手

法の併用が求められているため、不動産評価に対する相
応の知識と経験がなければ、実質的に算定は困難である
ということ。特に積算価格での土地取引事例の収集や収
益価格での還元利回り査定等、日常から評価業務を行っ
ていないと対応できない局面が多いということ。外注に
伴うコスト負担は軽減できるが、自社内での作業負担は
増大するということ。算定額の算定根拠等を企業自ら監
査人に説明する必要が生じてくるということ。時価に客
観性を付与するために、監査人から鑑定評価を求められ
る可能性があるということ等が挙げられると考えます。
次に、もう一方のw不動産鑑定士による鑑定評価等を

採用した場合の特徴を、先ほどと同様に述べます。査定
された時価に説得力・客観性を付与できるということ。
鑑定評価書等をもって監査人に対する説明資料とするこ
とができるということ。自社内での作業負担を軽減でき
るが、逆に外注によるコスト負担が増大してしまうとい
うこと等が挙げられます。特に4番目の特徴として挙げ
ています「自社内の鑑定士による時価算定」については、

会計基準公開草案公表後に議論になったところです。自
社内の鑑定士による時価算定は、先に述べた「自社にお
ける合理的な見積り」に該当するという結論を考慮しま
すと、会計基準上規定している「不動産鑑定士による鑑
定評価等」はあくまで「企業外部」の不動産鑑定士によ
る鑑定評価等になる、と言うことができると思います。
ここからは、これまでに述べました原則的時価算定に

対して、もう一方の簡便的な時価算定についてご説明し
ます。先の「賃貸等不動産の範囲の確定」と、これから
申し上げます「重要性の判断基準」が、当会計基準を運
用するにあたっての大きなポイントになると考えていま
す。
こちらの図表は、賃貸等不動産の重要性の判断に係る
フロー図ですが、まず賃貸等不動産の範囲を確定したう
えで、賃貸等不動産の総額としての重要性を判断するこ
ととなります。判断にあたっての算式はフロー図に記載
のとおりで、当該ステップで重要性に乏しいと判断され
ると注記そのものを省略できます。
次に、総額としての重要性に乏しいと判断されないの

であれば、個々の不動産について重要性を判断すること
となります。当該ステップで重要性に乏しいと判断され
るのであれば、下段に記載していますとおり、一定の評
価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標
に基づく価格等を、賃貸等不動産の時価として採用する
ことが認められています。これをここでは簡便的時価算
定と呼ぶこととします。一方で、重要性に乏しいと判断
されないのであれば、それは当然に先に述べた原則的時
価算定により時価を把握することとなります。
ただし、この重要性の判断基準につきましては、会計
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基準上明示されていませんので、各企業の規模・業種・
業態・その他特徴に応じての個別判断ということになっ
ています。すなわち、各企業での明確な判断基準が必要
となりますが、当該判断基準の軽重によっては、原則的
時価算定なのか簡便的時価算定なのか、それぞれの対象
物件数が大幅に変動することになりますので、監査法人
との事前の協議を含めて入念に検討することが必要であ
ると考えています。
重要性の乏しい賃貸等不動産については、一定の評価

額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に
基づく価額等を用いることが認められていますが、具体
的には以下のとおりです。不動産仲介業者等の提供する
実勢価格・査定価格。公示価格・都道府県地価調査価
格・相続税評価額・固定資産税評価額等を合理的に調整
した額。建物については、適正な減価償却計算を行った
うえでの簿価。これらを簡便的な時価算定ということで、
容認規定として設けられています。ただし、これらはあ
くまで例外的な容認規定であることに留意しなければな
りません。
次に、原則的時価算定を行ったあとの時点修正の取り

扱いについて述べます。原則的時価算定を行った時から
指標等に重要な変動が生じていなければ、時点修正した
価額でも容認されることになっています。ただし、指標
等に重要な変動が生じている、あるいは原則的時価算定
を行ってから長期間が経過している場合には、再度原則
的時価算定を行う必要が高まる、とされています。
なお、賃貸等不動産の場合、大半はオフィスビル等の

土地建物から成る複合不動産であるため、単純に公的地
価指標等による土地変動率を乗じて時点修正とするもの
ではないことに留意しなければなりません。すなわち、
時点修正とはいっても収益物件の場合は、収支項目の見
直しや還元利回りの査定等、結果的には価格の再査定を
行って時点修正の査定根拠とすることとなります。
ここからは、少し本論からはずれますが、賃貸等不動

産の時価会計基準より以前に公表されています会計基準
等を取り上げることにより、そこでの時価の評価方法、
または賃貸等不動産の時価会計基準との相違点を検討し
たいと思います。
まず、販売用不動産等の評価に関する監査上の取り扱

いを取り上げています。当該実務指針は、販売用不動産
等の評価に関しての監査上の取り扱いを日本公認会計士
協会が公表したものですが、企業会計基準第9号「棚卸
資産の評価に関する会計基準」が公表され、昨年度より
低価法が強制適用になったことにより、従来の強制評価
減規定からの改正が本年2月に行われたものとなってい
ます。
当実務指針におきましては、原則、販売用不動産の正

味売却価額すなわち時価は、販売見込額から販売経費等
見込額を控除することにより求めることとされていま

す。この販売見込額の基礎となる土地の評価額として、
以下7つの価格が掲げられています。不動産鑑定士によ
る鑑定評価額、公示価格、都道府県基準地価格、路線価
による相続税評価額、固定資産税評価額を基にした倍率
方式による相続税評価額、近隣の取引事例から比準した
価格、収益還元価格となっています。
ここで特徴的なのは、賃貸等不動産の時価開示におけ

る「原則的時価算定」と「簡便的時価算定」が並列の扱
いとなっており、比準価格のみ、あるいは収益価格のみ
の適用も認められていることです。
これに対して、賃貸等不動産の時価会計基準では、既

に申し上げましたとおり、DCF法による収益価格一本
のような価格査定は原則的時価算定とはみなされず、3
手法併用の原則的時価算定か、もしくは重要性の乏しい
不動産についての簡便的時価算定かということで、その
中間に位置する試算価格一つでの査定規定が設けられて
いないことに留意しなければなりません。
次に、減損会計基準について概観します。企業会計基

準適用指針第6号「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」においては、減損損失の測定における「正味売
却価額」の算定は、不動産については「不動産鑑定評価
基準」に基づいて算定することとしており、こちらが原
則規程となっています。
一方で、重要性の乏しい不動産については、一定の評

価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標
を、合理的に算定された価額とすることができる、とい
う容認規定も設けられています。具体的には、公示価格、
都道府県基準地価格、路線価による相続税評価額、固定
資産税評価額が列挙されています。
以上から、減損会計基準における正味売却価額の算定

においては、賃貸等不動産の時価開示における「原則的
時価算定」と「簡便的時価算定」と同様の扱いである、
ということが窺えます。
なお、「減損の認識・測定」のステップに進む前段階

で行う「減損の兆候把握」にあたっては、先ほどの一定
の指標に基づく兆候チェックを行うことが認められてい
ます。この意味では、減損の兆候把握において簡便的に
チェックを行い、その後の減損の認識・測定へのステッ
プと、段階を踏みながら不動産の時価を把握するのに対
して、賃貸等不動産の時価会計基準は、重要性の判断に
よる振るい分けのみを行って、原則的には鑑定評価基準
による方法で時価把握をダイレクトに行う、という点で
相違していると考えます。
最後に、国際会計基準（IAS）第40号について触れ

ます。こちらも第1部の原田様のご講演内で触れられて
いましたが、IAS第 40号における投資不動産の評価は、
「公正価値モデル」と「原価モデル」の選択適用となっ
ています。公正価値モデルは、投資不動産を公正価値、
すなわち時価で評価し、公正価値の変動から生じる差額

は、損益計算書において損益として認識されます。原価
モデルは、投資不動産を減価償却累計額を控除した帳簿
価額によって評価します。ただし、全ての投資不動産に
ついて公正価値を注記により開示しなければなりません。
このことから、賃貸等不動産の時価等の開示に関する

会計基準は、wの原価モデルを採用していることがわか
るかと思います。ただし、原価モデルを適用した企業で
あっても、公正価値の開示が要求されるため、全ての企
業は投資不動産の公正価値を算定しなければなりませ
ん。認知された資格と最近の実績を有する独立鑑定人
（我が国での不動産鑑定士）の利用は、強制はされませ
んが奨励されることとなっています。この公正価値モデ
ルと原価モデルの関係性については、のちほどもう少し
述べます。
それでは最後のテーマになりますが、来年3月期の賃

貸等不動産の時価開示に向けての今後の対応、ポイント
等について説明します。
昨年11月に会計基準が公表されまして、各企業様や

監査法人様へのヒアリング結果、あるいはこれまでの弊
所での会計上の不動産評価実務での経験等、さらには今
後の会計基準の国際的動向等を総合的に勘案しますと、
賃貸等不動産の時価開示に向けてのポイントとして、以
下の4点を挙げたいと思います。まず第1に、ルールづ
くりから時価算定までトータルでの検討の必要性。第2
に、多様な類型・用途に係る物件についての評価の一貫
性確保。第3に、情報、すなわち評価必要資料・データ
の一元的管理の必要性。第4に、時価会計（IFRSのアド
プション）への完全移行への準備。以上4点を順番にご
説明します。
まず、ルールづくりから時価算定までのトータルでの

検討の必要性が挙げられます。これまでの本論中に重ね
て申し上げた点ですが、当会計基準の運用にあたっては、
単に時価を算定するだけではなくて、その前段階として、
「賃貸等不動産の範囲の確定」及び「重要性の判断」を
行わなければなりません。これらの2点を明確にしなけ
れば、賃貸等不動産の時価を開示するとはいっても、開
示対象物件数が確定しませんし、時価の算定方法も確定
しないこととなります。時価の算定自体ももちろん重要
ですが、その前段階としてのルールづくりも、それ以上
に重要であると考えます。
次に2番目として、多様な類型・用途に係る物件につ

いての評価の一貫性確保が挙げられます。賃貸等不動産
の範囲の確定及び重要性の判断により、開示対象物件数
及び時価の算定方法が絞られたとしましても、各企業様
の業種・業態・規模等により、賃貸等不動産は、オフィ
スビル・店舗のような本来的な投資不動産から遊休不動
産、形式基準による賃貸不動産まで対象物件は多岐にわ

たるため、各類型・用途に応じて一貫した社内評価基準
が必要であると考えます。
次に3番目として、情報、すなわち評価必要資料・デ

ータの一元的管理の必要性です。私どもが日常、不動産
の鑑定評価のご依頼をいただく際に、依頼者側の鑑定評
価書所要日自体は確定しているのに、我々作業側が評価
に必要な資料をいただけないがために、納品日間際にな
って作業が集中するということが多々ございます。この
度の賃貸等不動産の時価開示にあたっては、企業が保有
する多数物件の時価把握を同時期に行うわけですから、
時価算定を行うために必要な各種資料が作業段階で整理
できていないと、肝心の時価算定作業に移行することが
できないこととなります。
時価開示作業を迅速に行うために、全国に所在する賃

貸等不動産の例えば土地建物関係資料、具体的には土地
実測図・建物竣工図等。あるいは賃貸等不動産の場合、
オフィスビル等であれば、実際上は貸家及びその敷地の
評価となりますので、建物賃貸借関係資料、いわゆるレ
ントロール・建物賃貸借契約書等。このほかに賃貸事業
収支関係資料、いわゆるPMレポートや土地建物固定資
産税等課税明細等。さらには会計上の評価ですので、常
に簿価と比較しながらの時価把握を行う必要性があると
いうことを考えますと、その他資料として、不動産管理
台帳あるいは簿価データ等の情報を、一元的に管理する
必要があると考えます。
また、賃貸等不動産の例えばレントロール等、あるい

は簿価データ等は、企業様の保有する重要な情報となり
ますので、情報管理の安全性という側面から、外部鑑定
を発注する際には情報の二次使用の危険性等にも十分に
留意されることが必要かと考えています。
最後に4番目として、時価会計（IFRSのアドプション）
への完全移行への準備です。企業会計審議会は平成21
年2月4日に「我が国における国際会計基準の取扱いに
ついて」という中間報告案を公表しています。これによ
りますと、平成22年3月期よりIFRSの任意適用を認め
ることとしています。
IFRSをアドプションするのであれば、投資不動産に

ついてはIAS第40号により、公正価値モデルと原価モ
デルとの選択適用になります。原価モデルであれば、現
行の日本基準と同様ですが、公正価値モデルの場合、公
正価値の変動差額は損益計算書上で損益として認識され
ることとなります。したがって、現行日本基準だけを捉
まえて、時価開示作業を行うのではなく、現段階から将
来的な公正価値モデルの採用までも見越した、会計基準
の国際的動向を踏まえた適切な対応が不可欠であると考
えます。
以上、ご清聴ありがとうございました。（拍手）
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